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我が国の将来的航空機操縦士不足の懸念は深刻だが、課題に対応する諸施策のひとつ

に自衛隊出身操縦士の民間活用の促進がある。「割愛制度」と呼ばれる本制度は 1962 (昭

和 37) 年の開始以来、中断と再開などの経緯を経て現在に至るが、防衛任務と民間航空

事業の環境等の相違から転出過程において一定の技術的課題が認められる。しかし、割

愛制度は対象となる人数が少なく、操縦士不足問題全体に占める貢献割合が大きくない

こともあり、課題の分析と対策立案に正面から向き合った検討は少ない。一方で自衛隊

出身操縦士が民間パイロット集団に新規リソースとして加わることは良い意味での刺激

となり組織が活性化する面もある。本稿では割愛制度の成り立ち等の歴史を振り返りつ

つ同制度の現在の到達点について確認した上、近年の養成状況を俯瞰し、民間転出時の

訓練にかかる技術的側面についての具体的課題を確認する。割愛制度は対象者が極めて

少数であることから、本稿における分析等では最大限匿名性に配慮したデータ取扱いを

行う中で課題解消に資する対応策を例示することに注力した。これにより、量的貢献は

少ないながらも操縦士不足対策諸施策のひとつとして、割愛制度が今後も存続かつ円滑

に運用されることの一助としたい。 

 

本稿中に記載したデータ・数値等は、筆者が信頼できると判断した各種データに基づき作成・加工したも
のですが、その正確性・確実性を保証するものではありません。 
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はじめに 

 

航空業界においてコロナ禍以前から言われている将来における航空機操縦士不足、とり

わけ我が国においては「パイロットの 2030 年問題」1と言われる操縦士年齢構成に由来する

人員確保課題は深刻である。この課題に対応するため、我が国では過去から累次の議論が交

わされてきた2。当該議論の中で拡充や見直しが必要であると指摘されている諸施策のひと

つに自衛隊出身操縦士の民間活用 (いわゆる割愛制度) の促進がある。割愛制度に関しては、

近年では 2013 年度に設置された官民合同の検討会議体でなされた施策推進の指摘に見るこ

とができる3。 

 

1962 (昭和 37) 年に始まり中断や再開などの経緯を経て現在に至る本制度だが、操縦士の

移籍には防衛省と国土交通省、両関係官庁の所掌法規の運用に由来して、実地の技能訓練と

資格試験の発生が不可避である。防衛任務における各種飛行と民間商用運航には性質上の

違いがあり、これが移籍過程における技術訓練の円滑な達成に少なからず影響しているこ

とは過去から認識されてきている。割愛は制度の外形としては整っており、関係者間での運

用調整に今日的にも大きな問題はない。ただし、現実の転出局面において実施される技術訓

練における課題はつとめて現場的かつ専門的問題であるため、政策的な視点だけでは解消

されない。対象者本人が、また受け入れ側の組織や教育担当が、具体的に何に苦労しており

解消すべき課題をどう認識しているのか、についてある程度体系的に調査して把握する必

要を感じるところであり、本件の研究を通して可能な範囲で対応策の立案までを試みるこ

ととした。 

 

1.割愛制度について 

 

1-1 割愛制度の歴史と現状 

                                                   
1 主要航空会社操縦士の年齢構成は 50 歳台から 60 歳台前半に偏っており、定年による大 

量退職が見込まれている。 
2 直近では 2025 (令和 7) 年 3 月、国土交通省主管にて設置された「航空整備士・操縦士の

人材確保・活用に関する検討会」の最終とりまとめで操縦士不足に対する各種施策推進

が指摘されているが、割愛制度も含めた防衛リソースの活用については言及がない (整

備士については言及あり) 。 
3 国土交通省による「乗員政策等検討合同小委員会」は 2013 (平成 25)年に設置。2014(平

成 26)年 2 月に中間とりまとめ、同年 10 月に最終報告提出。同委員会は平成 11 年に閣議

決定されている省庁内部政策検討体系に則り、交通政策審議会→航空分科会→技術・安

全部会の下部に位置付けられた実務的課題検討体であり官民有識者の参画による。 
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戦後我が国に民間航空が再開されたのは 1952 (昭和 27) 年であるが、多くの有為な人材

が戦禍で失われ、かつ戦後の我が国は軍事以外の航空業務も一切禁じられた。存命の旧帝国

陸海軍操縦士も飛行から離れ数年が経過しており操縦技倆が維持されているとは言いがた

く、再開当時の運航便操縦は米国運航会社に委託された。ノースウエスト航空傘下のトラン

スオーシャン航空 (TALOA) の操縦士が日本航空株式会社の飛行機でフライトしていたと

記録されている4が、日本人操縦士リソースの拡充は当然に最重要課題であり、そのような

流れの中で 1954 (昭和 29) 年には運輸省航空大学校 (現在の独立行政法人航空大学校) も設

置されている。操縦士増員の仕組みは少しずつ整えられてきたもののその供給量は未だ十

分ではなかった。一方、旧帝国陸海軍の操縦士であった者の多くは軍の解体後は飛行からは

離れ市井の一般職に新天地を得たが、1950 (昭和 25) 年設置の警察予備隊に志願して所属し

た者もおり、1952 (昭和 27) 年に警察予備隊が保安隊に改組の後は、航空リソースの新人養

成を担う保安隊航空学校の主力要員 (教官など) となっていった。 

 

その後昭和 30 年代半ばより我が国の民間航空は更なる発達を遂げ始めた。自衛隊設置法

により航空自衛隊が発足すると、保安隊は陸上自衛隊航空学校に改組され、浜松駐屯地に所

在することとなるが、民間からの自衛隊操縦士引き抜きが次第に熾烈を極めるという問題

が発生していた。これは国防要員の安定確保と配置、精強性維持という面からは非常に憂慮

すべき事態であり、この事態を抑制するため 1962 (昭和 37) 年自衛隊側が自ら適当数の適

格者を選抜して民間航空事業者に斡旋するという制度が考案された。これにより民間引き

抜きが無秩序に横行する事態を抑制、流動をコントロールしようとしたもので、これが割愛

制度の成り立ちである。その後、1966 (昭和 41)年には、「大蔵省、運輸省、防衛庁 三省事務

次官覚書」5が取り交わされ正規の行政確認事項となった。以後、昭和 50 年代には第二次オ

イルショックにより民間側が操縦士要員の採用を控え割愛制度は 10 年近くの間機能停止し

た。逆に昭和 60 年代に入ると景気の回復に伴う民間各社の事業拡大が始まるとともに近い

将来の大量退職への懸念も言われ始め割愛制度が再開、年間平均 15 名から 20 名規模の自

衛官が民間に転出している。以後は自衛隊側が志願者減少傾向に悩み始める時代となり、割

愛制度における転出も年間若干名いるかいないかという時代が続く。次項 1-2 に掲げたデー

タ (図表-1)を俯瞰すると平成初期の約 5 年間には合計 100 名以上の転出が図られているが、

これには正規の割愛制度によらない民間移籍が相当数含まれている。割愛の趣旨が形骸化

した時期であるとも言え、無秩序時代再来への懸念がもたれた。世相として「職業選択の自

由」が言われ始めた時期でもあり、調整には困難も伴ったと推察されるが、国防要員の安定

                                                   
4 日本航空協会ホームページ掲載「逓信省航空局 航空機乗員養成所物語」 
5 本覚書については別添資料-1を参照。 
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的確保と部隊精強性の維持という信念のもと、1992 (平成 4) 年 4 月 30 日付の覚書「自衛隊

操縦士の民間における活用について」(運輸省航空局長、防衛庁人事局長間による) 締結に

至った。本覚書では「離職後 2 年以内の元自衛官は原則として採用しない」「37 歳以下の元

自衛官は採用しない」旨が確認されている。 

 

2009 (平成 21) 年、割愛制度の運用に大きな転機が訪れた。時の民主党・鳩山政権は公務

員の再就職を省庁が斡旋することを全面的に禁ずる方針を決定し、同年 9 月より本決定は

履行された。自衛官は自衛隊員かつ防衛省職員であり特別職国家公務員と定義されている

ため、自衛官操縦士の民間活用である割愛制度も本取扱いを受けることとされた。当時、国

土交通省と防衛省は割愛制度の官民双方における積極的意義等を内閣に説明し例外的取扱

いを求めたが、斡旋の全面禁止方針は例外規定なく広く適用されるとの政治意志を覆すに

至らず、割愛制度は「自粛」という扱いのもとに事実上の停止となった。制度停止期間中、

割愛によらない自己都合退職者、定年退官者の民間採用が小規模ながら継続された経緯は

あるが、自己都合退職者にあっては元々の資質の見極めとレベルに応じた養成訓練設定が

煩雑 (防衛省側の責任ある人選を経ていないので個別資質の裏付けがなく転出時養成課程

の組み立てが困難である、など) であること、定年退官者にあっては実際に民間で就労可能

な年限の制約 (企業の定年、法に定める事業飛行の年齢制限により移籍ののち数年間しか稼

働できず機長昇格まで至らない、など) があり民間としての利点はあまりなかった。 

 

このような期間が 5 年ほど続く中、本邦における将来的な操縦士確保の必要性はますま

す声高に指摘されるところとなり、国土交通省は前述した有識者会議を設定、有効な操縦士

確保施策の検討を加速した。割愛制度については、2013 (平成 25) 年設置の乗員政策等検討

合同小委員会6で 2014 (平成 26) 年 7 月の最終とりまとめを前にした中間とりまとめ (同年

2 月) の段階で、「自衛隊操縦士の民間活用は飛躍的な供給増加にはつながらないものの貴

重なリソース源であり、割愛制度は可能な限り早期に復活させるべき」との主旨で提言7が

なされた。かつ中間とりまとめの翌月 (3 月) には正式に割愛制度が復活する、という成果

が早々に達成されている。同委員会の 7 月最終とりまとめでは本件について「すでに再開対

応された」と記述8された。割愛制度復活は 2014 (平成 26) 年 2 月 27 日付覚書「自衛隊操縦

士の民間における活用について」(国土交通省航空局長、防衛省人事教育局長間による)9 と

して行政手続き上も確認され、現在に至っている。 

 

                                                   
6 本委員会の設置、構成については別添資料-2 を参照。 
7 当該提言については別添資料-3を参照。 
8 当該記述については別添資料-4を参照。 
9 本覚書については別添資料-5を参照。 
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1-2 民間転出操縦士数の推移 

 

自衛隊操縦士からの民間転出者規模を時系列的にまとめると下図のようになるので参考

として掲載する。なお、本図は制度開始以来 60 年という長期における割愛対象者の推移に、

随時発生した割愛制度によらない転出者数も含む総数をあくまでも概念的に確認するもの

であり単年度等の詳細数値についての正確性を保証するものではない。 

 

<図表-1 自衛隊から民間への転出者数推移 (概要) > 

 

出所 筆者作成 

2.割愛制度による民間活用時技術訓練 

 

2-1 航空法で求められる資格の取得 

 

ここまで記した通り自衛隊出身操縦士の民間活用は公式には「割愛制度」において実施さ

れているが、自衛隊の航空機運航は防衛任務に属する作戦行動の一環であるため秘匿性が

高く、律する法規も多くの点で航空法から適用除外を受けた自衛隊法の中で取り扱われて

いる。ある時期以降に養成された自衛隊操縦士は航空法に定める事業用操縦士技能証明は

有するものの、計器飛行証明は自衛隊法に定める相当資格をもって任務にあたっている。ゆ

えに割愛制度において民間転出する場合、自衛隊法ではなく航空法に定める計器飛行証明
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を取得した上で就労しようとする当該民間航空会社の指定する航空機の型式限定を得て自

身の既に取得している事業用操縦士技能証明に限定事項として付加せねばならない。その

上で会社資格発令のための諸訓練審査に合格する必要がある。このことをより具体的に例

示すると以下のようになる。 

 

・ 自衛隊にて戦闘機乗務をしていた A 氏が割愛対象となって民間航空会社 B 社に入社

する場合、B 社はまず A 氏に対して航空法に定める計器飛行証明の取得を求める (こ

の費用負担は個々のケースによる)10 。A 氏が自衛隊退職時点で保有する自衛隊法に

定める計器飛行証明では民間では遵法に就労できないからである。 

・ 次に B 社にて商用運航している機材、例としてエアバス A320 型式にかかる事業用操

縦士技能証明の型式限定を得るよう技能訓練に投入する。11 

・ これらの技能訓練に合格し航空法に定める資格を得て、A 氏は B 社の操縦士要員と

なり得る。 

・ 更に正規の会社操縦士 (まず副操縦士として任用される) として発令を受けるため

には実運航路線の乗務経験を蓄積するための路線飛行訓練を受けねばならない。 

・ 以上の資格と経験を具備した上で、最終的に副操縦士任用審査を受審して合格するこ

とが求められる。 

 

<図表-2 本邦各機関における標準的操縦士養成>

                                                   
10 実態として会社負担ケースは少なく入社までに自己負担取得が指示される例が多い。ゆ

えに割愛対象者は民間操縦学校等に通うこととなる。 
11 多くの割愛対象者は、転出時点の事業用操縦士技能証明は「陸上多発等級限定」が付さ

れているのみである。民間航空会社では事業に使用している実用機の機種別ライセンス

を意味する「型式限定」が必要となる。政府専用機経験者など一部に例外も存在する。 
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出所 筆者作成 

 

 

上記の通り、転出時に原則的に課される技術訓練は「計器飛行証明」の取得と特定の飛行

機にかかる「型式限定」の取得、「路線運航の経験」となる。技術訓練は訓練機器や飛行機

実機の稼働控除、また飛行教官などの教育訓練リソースを割かねばならない会社側にとっ

ては大きな投資であり、確度の高いリターンが求められると言える。その意味では自衛隊割
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愛操縦士向け養成訓練プログラムの開発と運用が必要であり、「経験者採用で即戦力」と捉

えられがちなイメージとは相違して一般に思われるほど割愛の運用は簡便容易ではない。 

 

2-2 技術訓練の実態 

 

 前項の通り、割愛者が受けるべき技術訓練の目的は「計器飛行証明の取得」「型式限定の

付加」「路線飛行経験の蓄積」である。現在でもこの外形そのものに変更はないが、計器飛

行証明取得にかかる諸環境は近年合理化がなされている。これは割愛制度の運用において

過去から障害となっていた「自衛隊法と航空法、ふたつの計器飛行証明」の課題を解消し、

転出者本人のみならず受け入れ航空会社側にもメリットをもたらしたと言える。具体的に

は 2016 (平成 28) 年から 2018 (平成 30) 年にかけて検討が推進され、民間からの要望に呼応

するかたちで 2019 (平成 31) 年の 4 月から運用開始された新制度である。以下にその経緯

と概要を記す。 

 

 既述の通り自衛隊操縦士も民間操縦士と同様に通常任務において計器飛行を行うため、

その能力の具備が要求される。しかし、この能力は国土交通省主管の航空法に定める計器飛

行証明の取得において担保されるのではなく、自衛隊法という全く別の法体系の中で定め

られた計器飛行証明の取得において担保されている。両法規で全く同一の用語が使用され

ているためわかりづらいが、これら両法規に定める計器飛行証明はその性質が異なってお

り、その性質の違いは概ね次のように整理することができる (便宜上極めて簡単に記した) 。 

 

・ 航空法における計器飛行証明 

航空機の姿勢、高度、位置、針路の測定を計器のみに依存して行う飛行のために必要

な資格。航空法第 34 条第 1 項に、計器飛行等を行う場合は国土交通大臣の行う計器

飛行証明を受けていなければならない、とある。 

・ 自衛隊法における計器飛行証明 

航空機の姿勢、高度、位置、針路の測定を計器に依存しつつも目視情報も駆使し常時

航空管制の指示に従い計器飛行方式を行うために必要な資格。 

以上のことをより簡単にまとめると、両法の計器飛行証明による計器飛行とは、航空法は

「計器のみに依存する前提」、自衛隊法は「計器と目視を併用する前提」ということとなる。

より厳密には計器飛行、計器航法、計器飛行方式といった異なる概念にかかる正確な定義理

解を伴う必要があるが、その点は本稿の主旨ではないので省略する。自衛隊任務の航空機運

航は作戦行動の一環としての飛行であり、一般に民間航空の商用運航と比較すれば過酷な

条件下での運用が余儀なくされる傾向があるものと推察される。ゆえに航空機運航の安全

性確保と任務達成確度を高める観点からも、操縦者 (および同乗の任務下にある者) に外部
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目視情報の入手を含む監視義務を課しつつ、常時の航空管制指示による飛行を行う「計器飛

行方式」が行われるため、自衛隊法の計器飛行証明はそのための必要資格である、という位

置付けになるものと理解される。  

 

 これらの相違から、割愛対象者の有する自衛隊法計器飛行証明をそのまま航空法計器飛

行証明として無審査に認証する (書面手続きのみでの書換えなど) ことは技術上も安全上

も不適当であり、あくまでも航空法に定める計器飛行証明が実地試験合格の上で取得され

ていることが入社ないしは会社での初期資格訓練 (事業用操縦士技能証明陸上多発等級限

定に型式限定を付加する) 投入への要件となる。そのため、割愛対象者は多くの場合で入社

の前段で自費にて航空法に定める計器飛行証明取得のために民間の訓練学校 (航空機使用

事業) 等に通って期間と少なくないコストを費やすことになる。これは自己負担としてはか

なり大きな人生での決断となることは想像に難くない。12この点は制度の難所として過去か

ら指摘されていたところであり、対象者本人の経済事情や爾後の生活設計、受け入れ予定企

業側の人事制度等にも影響を与えてきた経緯がある。 

 

 

<図表-3 民間訓練学校等での計器飛行証明の取得> 

                                                   
12 事業者や飛行環境、また時々の燃料費等にもよるため差異はあるが、国内訓練学校の場

合概ね期間 6 ヶ月、費用 600 万円前後と推定される。 
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出所 筆者作成 

 

既述の通り、現実問題として自衛隊法と航空法両者における計器飛行にはその特質に一

定程度の差異は存在し、無審査に書換えが許容されるものでないことは安全上の理由から

も自明ではあったが、その一方で、準拠法は異なっても少なくとも同じ名称を有する資格で

あるからには共通している要素も多々存在しており、この点を十分に考慮すれば「期間」と

「費用」の省略縮減要件は見出せるのではないか、という発想は有益と考えられた。 

両省実務関係者による技術協議に具体的進展が見られたのが先述した 2016 (平成 28) 年

から 2018 (平成 30) 年にかけて行われた航空規制合理化要望事項の検討推進のための官民

会議である。13当該会議で民間から提出された操縦士確保を推進するための各種案件の中に

自衛隊割愛操縦士の計器飛行証明取得にかかる緩和要望があらためて具体化、両省協議が

加速された結果として以下の 2 点が実現した。 

・ 一定の飛行経験を有する自衛隊出身操縦士について、計器飛行証明の実地試験の科

目の一部を縮減することとした (自衛隊法に定める計器飛行証明資格にはその練度

により「緑」と「白」の別があるがより上級練度である「緑資格」を有する者が対

象となる) 。 

                                                   
13 2016 (平成 28) 年 3 月設置、2018 (平成 30) 年 8 月まとめ、国土交通省主管交通政策審

議会航空分科会技術・安全部会技術規制検討小委員会にて検討が推進された。 
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・ 入社後に事業者の負担で行う実用機の型式限定の取得試験と同時に、計器飛行証明

の取得試験も実施できることとした (全ての課程を模擬飛行装置/シミュレーターで

実施可能な場合に限る) 。 

 

 要は、既述した「両省資格に共通する技術要素」を明らかにして、その部分は実地試験か

ら免除する (即ち訓練としても不要となる) 、というのが一点目である。これで割愛対象者

が民間企業入社前に訓練学校に通うとしてもその内容はかなり縮減され結果として「期間」

と「費用」の負担が小さくなる。これは当該人にとっては経済的に大きなメリットであり、

一時的自己負担額の減は以後の生活設計にもプラスとなる。 

 

<図表-4 自衛隊と民間での計器飛行証明概念の差異> 

 

出所 筆者作成 

二点目は割愛者が民間企業に入社後に受ける実用機乗務のための資格訓練 (事業用操縦

士技能証明陸上多発等級限定に型式限定を付加するための訓練) の課程に計器訓練を織り

交ぜて行い、試験時にも型式限定と計器飛行証明の双方を同時に取得認証する、というもの

である。これが可能になると割愛者は民間企業入社の前に「計器飛行証明だけを取りに訓練

学校に行く」必要すら無くなることを意味する。実用機訓練自体は多少期間延長し計器飛行

証明能力付与の分負担感は増すが、別途計器飛行証明を取得することと比較すれば大きな

合理化である。ただし、本施策は当該民間企業の実用機課程が「シミュレーター (SIM) 化」
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されていないと対象とはならない14。実用機課程が SIM 化されていない企業15への転身の場

合には、二点目適用は不可だが、一点目の科目合理化だけでも従前比で相当の負担減である。 

 

<図表-5 SIM (シミュレーター) 化の概念> 

 

出所 筆者作成  

以上に見た通り、現在の割愛制度技術訓練の運用は、規制緩和を重ねて合理化されてき

た。しかしこの規制合理化が達成された後も受け入れ民間事業者側からは操縦士不足問題

解消のため、自衛隊割愛についてもさらなる合理的運用が引き続き求められている。16 

 

 

3.自衛隊出身操縦士についての調査 

 

                                                   
14 例として割愛を採用している APJ (Peach) 社の場合、従前は対象者を入社以前に岡山航

空などの民間訓練事業者に入学させ計器飛行証明の取得後に入社としていたが、本制度

以降は自社運航機材である A320 型式の資格訓練を委託している panda・Flight・

Academy 社が有する事業用操縦士技能証明限定取得訓練課程 (SIM 化済み) にて計器飛

行証明の能力付与訓練と試験を包含実施している。 
15 模擬飛行 (SIM) 訓練課程だけで技術付与が完了せず、実機飛行 (LCL) 訓練課程の設定

を要している場合を指す。各事業者の事情による。 
16 防衛省側の人材流動コントロールを前提に防衛省の指定養成施設 (事業用操縦士課程) 

に計器書き換え課程を追加するなどの案あり。操縦士の確保・活用関する検討会課題/要

望 (ANA 編 2024 年 3 月 28 日抜粋)を別添資料-6 として示す。 
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3-1 調査の前提 

 

前項までに割愛制度の歴史を振り返りつつ、転身において課される技術訓練について現

在の到達点を紹介した。本稿の最終的な目的、「より円滑な転身のための提案」をなしてい

くため、近年における割愛制度により航空会社に入社した操縦士に対する調査を行った 。 

 

3-2 匿名性の担保 

 

 筆者は 2020 (令和 2 ) 年から 2021(令和 3) 年にかけて、割愛制度により民間転身を図った

元自衛隊操縦士 20 名に対する個別調査、また受け入れ企業側の訓練組織等に対する意見聴

取を行った。17本稿では原則としてこの際のデータを中心的に利用する。また、2024 (令和

6 ) 年に 5 名の追加調査を実施できたので当該データも包含している。 

 

 また分析にあたっては調査データに可能な限り匿名性を持たせている。割愛対象者は制

度の開始からの通算では 900 名を超える実績があるが、ここ最近 (2005 年以降 2022 年まで) 

の約 20 年間を俯瞰すると、総数 176 名。2005 (平成 17 ) 年から 2012 (平成 24 ) 年では 1 年

あたり平均 14 名強、2013 (平成 25) 年から 2017(平成 29) 年では同じく平均 7 名弱、令和に

入っての 5 年間では平均 5 名程度と極めて少数である。このような調査分母数では加工な

くローデータ提示を行った場合、各事例固有の属性によって容易に個人が特定されてしま

う恐れがある。18技術訓練や審査の結果などといったいわゆる「技倆管理データ」は非常に

デリケートな個人情報であり、航空会社の運航部門においても品質管理や基準開発部門な

ど必要最小限の職員のみにしかデータの取扱いを許可していない。対外公開性のある研究

レポートでこのような内容を容易に推測可能な形式で開示することは適当と思われないた

め、匿名性の保証を第一義とした。 

 

3-3 調査の手法 

 

 調査は割愛対象者および訓練を担当した諸機関の教官に対して行い、それぞれ以下各号

の手法により実施した。 

 

                                                   
17 より正確には筆者が当時在籍していた組織において構成員数名とともに調査研究活動と

して行った。 
18 固有の属性とは、年齢、在籍隊、隊での飛行歴、就職先企業、企業で訓練した実用機の

型式、型式の特徴 (Jet か Prop かなど) である。 
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3-3-1 対象者本人へのアンケート19 

 

 対象者 (受訓練者) に対してのアンケートは以下の仕様による。 

・ 割愛対象者の現所属会社の協力のもと個人アンケートを行った。 

・ アンケート回答者は 25 名、20 名を分析対象とした。  

・ アンケートの質問項目は既にある程度長期の民間経験を有する機長職に個別取材を

行い、自衛隊出身者が直面しがちな点を抽出した上で作成した。 

・ 自衛隊での任務環境や経験機種、年齢等は様々である。 

 

3-3-2 民間側教官へのヒアリング 

 

 教官は、その役割や担任課程によって以下の通りカテゴライズした。 

・ 航空法計器飛行証明取得の訓練を担当した訓練事業会社の教官。 

・ 実用機の型式限定変更訓練を担当した受け入れ航空会社の教官。 

・ 前項が訓練専門会社委託の場合の委託先教官。 

・ 現役自衛官の訓練を担当する民間航空会社の教官 (民間転出ではなく自衛隊内機種

転換訓練を受託するケース20、AWACS/KC/政府専用機の要員) 。 

 

3-4 調査結果 

 

 前項の通り実施した調査の結果は、以下各号の通りであった。訓練対象者アンケート回答

方式の補足解説に加え、結果概要と教官ヒアリングの結果についてまとめた。 

 

3-4-1 対象者アンケート (前項 3-3-1 関連) の回答方式 

 

 対象者に実施したアンケート様式とその詳細は別添資料-7 に掲げるが、質問の大項目を

抜粋すると以下の通りである。各質問項目に対して評点ポイントを選択する方式と自由記

述を併用している。 

 

 大項目-1 操縦について (Technical skill) 

                                                   
19 使用したアンケート様式を別添資料-7 として示す。 
20 防衛装備である AWACS (早期警戒管制機) や KC (空中給油機) の原型機材は B767、

B787、政府専用機は B777 (過去は B747-400) であり、航空法に定める操縦技能証明と同

等の技能取得は、民間の型式限定の取得課程に編入して行うことが合理的であるため入

札等を経て民間委託されている。 
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    -2 2 Man Concept21について 

    -3 運航環境への対応力について (Non-Technical Skill) 

        -4 機材、機器について 

      -5 民間との相違に習熟する期間や年齢の影響など 

     -6 自衛隊について良く知っている教官や指導者がいたか 

        -7 自衛隊からの後輩へのアドバイスはあるか 

        -8 受け入れエアラインへ訓練についての希望はあるか 

        -9 民間訓練学校等で計器飛行証明を取得した人向けの質問 

        -10 エアラインにおける訓練についての総合的意見 

        -11 その他エアライン側として知っておくべきこと 

  

 大項目 1〜4 については各項の小項目毎に以下の選択による評点とした。 

  1 点 : 自衛隊との差異はなく、全く支障なかった 

  2 点 : 自衛隊との差異はあるが、さほどではない、または慣れの問題だった 

  3 点 : 自衛隊との差異があり、それなりに苦労して学ぶ必要があった 

  4 点 : 自衛隊との差異が大きく、とても苦労した 

 大項目 5 については以下の選択肢を設けた。 

  5-1 : エアライン移籍時の年齢について 

    ・全く影響なし  ・やや影響あり  ・大きく影響した 

  5-2 : 自衛隊でのフライト終了からの期間について 

    ・空白 (ほぼ) なし  ・空白あり苦労なし  ・空白あり苦労した 

      

 大項目 6〜11 は自由記述とした。なお、大項目 1〜5 についても評点の他に自由記述コメ

ント欄をもうけた。いずれも<図表-6>のコメントサマリーにて意見の傾向を示すものとし

て代表的なものを掲載した。 

 

3-4-2 対象者アンケート (前項 3-3-1 関連) の結果概要 

 

 本アンケートの結果は大要以下の通りであった。評点方式ないし回答選択肢方式により

結果の傾向を判断可能な質問項目である大項目 1 から 5 までにつき、以下に概記する。 

 

                                                   
21 航空機運航に操縦士 2名のみをもって通常編成とする場合の協働体制概念を指す。コン

ピュータ技術進化により操縦室内計器の統合化が進み操縦者のワークロードが軽減され

た第三世代機以降の運航において普遍化した。従前は民間機でも発動機管理を主務とす

る航空機関士を通常編成要員とした 3名編成機も多かった。 
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 大項目-1 操縦について (Technical skill) 

・「旅客機の操縦」については、航空自衛隊で B767、B747 の経験を有する者

以外はほとんど全ての者が「苦労した」と回答している。苦労の程度は加

齢につれて厳しくなっている。 

・「機体諸元の維持」には全世代で苦手意識が見られるが、加齢によりその傾

向は顕著となる。 

・「ATC Communication22」は属性によらずほぼ全員が苦労している。 

 

 大項目-2 2 Man Concept について 

・ B767、B747 経験者以外は全員苦労している。戦闘機乗務者について顕著と

なっている。 

・ とりわけ「PF/PM概念23」「Call Out24の重要性」「Check Listの使用」「Assertion25

の習慣」に苦労している。 

・ 「Call Out の重要性」「Assertion の習慣」については B767、B747 経験者で

も抵抗感が見られた。 

・ 「Assertion の習慣」に加え「CRM26の重要性」には若い世代の方が順応に苦

労している。 

 

 大項目-3 運航環境への対応力について (Non-Technical Skill) 

                                                   
22 航空機運航にあたり航空交通管制機関と連絡・連携をとる行為全般を指す。 
23 PF : Pilot Flying の略。当該飛行において主に操縦を担当する操縦士を指す。 

  PM : Pilot Monitoring の略。当該飛行において操縦以外 (モニターや通信) を担当する操

縦士を指す。2 Man Concept における役割分担の基礎概念である。 
24 操縦室内での航空業務を遂行する際、動作や発声によって必須確認行為における安全性

を高める標準的様式である。地上交通モードでは指差喚呼 (しさかんこ) とも呼ばれる

が、航空業界では船舶航行の慣行に由来して Standard Call Out と呼ぶ。簡略的に、単に

Call Out とすることが多い。 
25 一般的には「自他尊重の自己表現」と訳されるが、「進言」「具申」「注意喚起」といっ

た理解が一般的である。航空業界、とりわけ操縦士関係の分野では操縦士同士の硬直的

な関係性や権威勾配により惹起される不安全要素を回避するための「安全文化」として

教育されている。 
26 CRM : Crew Resource Management の略。航空事故の減少を目指した研究推進の中で 1970

年代から本格的に開発された。個人の能力に限局せず環境、他者、ハード、ソフトなど

利用可能な資源 (リソース) を有効活用して安全推進しようという概念である。初期の

「C」は狭義の「Cockpit=操縦室、隣席の同僚操縦士」を指していたが、航空機運航に

関わるその他要員に広くその対象を拡大し「C」は「Crew」と進化した。今日では操

縦、航空の分野に限らず広く様々なビジネスシーンや普遍的人間関係にかかる諸問題の

解決において必須の知見とされるまでに至っている。 
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・ 「飛行計画への順応」「Emergency 対応」「旅客対応」「訓練審査の意味」の

項目で全般的に苦労する傾向が見られる。 

 

  大項目-4 機材、機器について 

・ 最も自衛隊と隔絶している分野であり全属性で等しく苦労している。 

 

  大項目-5 民間との相違に習熟する期間や年齢の影響など 

・ 当然、高齢 (40 歳代後半とする) である者ほど影響があると回答している。 

・ ブランク期間については対象者の多くが「ブランクがほぼない」という属

性であった。ブランクのある者も影響あり、なしは同数程度であった。 

大項目 1 から 5 各項の「その他コメント」および大項目 6 から 11 は対象者の任意による

自由既述方式であり、以下に「コメント傾向」「代表的意見」としてサマリーしたものを掲

載する。アンケートに記された原文を主旨に影響しないと判断される範囲で適宜表現を加

工修正しているので留意されたい。 

 

<図表-6 対象者自由記述サマリー> 

 コメントサマリー 

大項目-1 

操 縦 に つ い て

(Technical Skill) 

自衛隊特有の適用除外習慣から抜け出るのに時間を要した。 

戦闘機にはStabilized Approach27の概念は無い。 

どうしてもVFR (有視界飛行方式)28に重点をおいたパイロットが多

い。 

着陸許可等重要事項を除きATCをリードバックする文化がない（可

能な限り無線は制限される）。 

ATCのリードバック要領が異なるうえに、民間では指示される情報

量が多いのに驚いた。 

民間に管制される空港は那覇くらいで、自衛隊の管制はUHF29（F4

はVHF30未装備）。 

                                                   
27 航空機の着陸にあたり、速度、降下率、姿勢、出力、着陸装置、針路など各種の項目が

定められた基準値内にあり安定した状態で進入が行われている状態を指す。 
28 離陸後に目視にて自機の位置を判断する飛行。 
29 UHF : Ultra High Frequency、極超短波。波長が短く直進性が高いことから都市部や 

平野部での通信に適する。 
30 VHF : Very High Frequency、超短波。波長が長く障害物に強いことから山岳地帯や森 

林での通信に適する。 
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戦闘機でも基地間移動はIFR (計器飛行方式)31であり、頻度は少ない

がSID (Standard Instrument Departure : 標準計器出発方式)32 の飛行経

験もある。 

戦闘機の通常任務は、高速で基地に戻りレーダー誘導で降りる為、

STAR(Standard instrument arrival : 標準計器到着方式)33 には馴染み

がない。 

旅客機は操縦応答が遅く慣性力大（自衛隊機は外を見て姿勢制御、

旅客機は計器を見て制御すると痛感）。 

Technical Skillも有視界飛行でないので全て苦労した。 

大項目-2 

2 Man Concept 

AWACS (Airborne Warning and Control System : 早期警戒管制機)34経験

者はエアラインでの訓練経験があるので、2 man にはなじみがあ

る。 

2 man Conceptを会得するのに苦労した。 

戦闘機乗りにとって最も苦労する分野が 2 manである。 

2 man Conceptに基づき、Check List、Call Out、CRM の目的を理解す

る教育が重要。 

単座のパイロットは、基本メモリーにてチェックリストを実施す

る。また機材に不具合を与えない限り、手順の順序は変えてもよい

ことになっている。 

副操縦士昇格後もしばらくはAssertionの仕方がわからなかった。 

単座に乗務している以上 2 man Concept は持ちえない。 

大項目-3 

運航環境への 

対応力 

自衛隊とは運用面の差異が大きいため、時間をかけ充分に教育して

もらいたい。 

運航が全く異なるため勉強が必要。 

緊急時の総合マネージメントは組織全体がバックアップするので、

パイロットは指示に従えばよく、操縦に専念することができる。 

                                                   
31 目視および航空計器の両方を駆使し、常時航空管制の指示に従って行う飛行。 
32 計器飛行方式で飛行する航空機が、空港滑走路を離陸後、安全に上昇しつつ目的地に向

かう航空路に合流するために設定された方式、またはその経路のこと。 
33 巡航する航空機が空港に着陸するために高度を下げながら進入を開始する地点まで飛行

するよう定められた経路のこと。 
34 大型レーダーを搭載した軍用機。飛行しながら一定空域を監視し、敵性・友軍の航空機

などの空中目標等を探知・追跡する。同時に友軍への航空管制や指揮・統制を行う機体

である。 
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安全は官民共通課題であり違和感なく理解できる。ただ自衛隊の場

合、有事の任務では安全よりも任務が優先しうる。 

自衛隊では旅客を意識したことはなかったので、エアラインに入っ

てからは特に旅客には意識をはらうようにしている。 

経済性は民間企業のなかにいることで理解できる。 

快適性は文字面の意味は分かるが、どの程度のバランスをとるべき

かがわからない。 

大項目-4 

機材・機器 

初めてのシステムは慣れれば問題ないが、運用思想 (なぜ) を正しく

理解する必要がある。 

自衛隊では簡易な自動操縦のみでRNAV35も単座機には無く、それを

理解するのに時間を要した。 

FMS36・RNAVに慣れることが大切。 

FMSやMCDU37をiPadで見られる教材は有効だった。 

大項目-5 

移籍年齢の影響 

空白期間の影響 

 

年齢全く影響なし4名（30代2名、40代2名、50代0名） 

年齢やや影響あり11名（30代2名、40代6名、50代3名） 

年齢大きく影響した5名（30代0名、40代4名、50代1名） 

空白期間（ほぼ）なし12名（30代1名、40代11名、50代0名） 

空白はあるが苦労はなし5名（30代0名、40代1名、50代4名） 

空白があり苦労した3名（30代3名、40代0名、50代0名） 

大項目-6 

自衛隊を知る教官

など 

自衛隊を熟知している教官がエアラインにいない（自衛隊の部隊を

見て欲しい）。 

社内に自衛隊の先輩パイロットはいるが、訓練中に接触できている

わけではない。 

社内に自衛隊の先輩パイロットがいる（教官にも）。 

大項目-7 

後輩への助言 

色々な相違に戸惑うが、当たり前。ありのままに受け入れて初心に

戻って教育を受ける心構えをして欲しい。 

英語力は出来るだけ練磨しておこう。 

                                                   
35 Area Navigation、広域航法の略。機上に備えた自動航法装置等を用いて、従来の無線航

法のように航空保安無線施設の位置に左右されることなく飛行経路を設定することが出

来る航法システムである。 
36 Flight Management System の略。航空機の飛行等を統括する電子機器システムの総称で

ある。自動操縦装置、各種航法機器/装置、GPS 等の技術を一体に管理する。 
37 Multi-Function Control Display Unit の略。Airbus 機体装備での呼称で、Boeing では CDU

と呼ばれる。飛行のために必要なデータを FMS に入力する、また表示させるための機

器である。 
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自衛隊員であった誇りを捨てる必要はないが、変なプライドは捨て

て訓練に臨む姿勢は必要。 

戦闘機乗りは、とにかく「2人乗り」を意識しよう。 

新人になるので、謙虚に。周囲に頼れる人間関係を作る努力をして

訓練や乗務に臨むと良い。 

最低限必要となる知識は事前に情報収集し、できる限りは自学して

おくべき。 

大項目-8 

訓練への要望 

差異をうめる教育が必要、そのための相互理解が必要。 

こういった調査は非常に重要と思う。活かして欲しい。 

情報不足にならないような組織フォロー体制の充実 

オブザーブの機会はもっと増やしてもらうと良い。 

大項目-9 

民間での計器資格

訓練経験者 

航空法、クライテリア等の事前学習が望まれる。 

自衛隊の緑（計器飛行証明）に比べると、AIM38のレベルと範囲は深

く広い。 

AIMは自衛隊在職中に自学するとよい。 

計器課程の実機訓練は相応の必要性を感じないが、知識教育は大切

である。 

特に戦闘機経験者は、最低気象条件・飛行方式設定基準等を早めに

勉強することを薦める。 

計器飛行の教育を受け知識がないと限定変更で話についていけな

い。 

自衛隊法ではなく航空法を熟知すること。 

割愛・定年退職者には、計器飛行の知識を事前学習（自学も含め）

する期間が必要。 

大項目-10 

訓練への意見 

学習効率が高くなるような機器 (iPadなど )の整備は必要。 

教官による標準化がなされていないように感じる。 

加齢者だけでなく、多くの訓練生に自学自習の時間をもう少し確保

した余裕あるスケジュールが望まれる。 

ていねいかつ親身になった教育をしてもらった実感あり。 

                                                   
38 Aeronautical Information Manual の略。AIM-J は日本語版を指す。航空機の運航に必要な

基本的情報、一般的な飛行の手順、ATC のプロシージャーを記載している。また、気象

に関する基本的な情報、航空の安全に影響を与える諸要素の解説、日常の運航に参考と

なる諸資料および航空管制に関する用語の解説も含む。NPO 法人 AIM-J 編纂協会によ

る編集で、国土交通省航空局および気象庁が監修している。 
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現在はすでにラインで乗務しているが、移籍時の訓練は大いに役に

立った。 

大項目-11 

その他 

年齢 (階級)を重ねるにつれデスクワークが多くなり、飛行に対する

学習が疎かになる。 

定年退職者の場合には輸送機経験者（767,747を含む）の方が円滑に

移行できると思う。 

過去のプライドは捨てて励む。 

自衛隊ではこうだった、は捨てる。 

自衛隊出身の先輩パイロットからアドバイスをもらえる体制がある

と助かる。 

出所 筆者作成 

 

大項目 1 から 5 の評点および選択肢部分については、結果の集計表を別添した。分析対

象は 20 名だが匿名性維持のため単純に質問項目とその評点等を羅列整理した概要的なデー

タとなっている。39 

 

3-4-3 各課程教官ヒアリング (前項 3-3-2 関連) の結果 

 

 転身対象者とは違って特段に固定的質問項目を設けて回答を得るというスタイルではな

く、面談形式での直接ヒアリングで自由に「自衛隊操縦士の民間活用時等」における技術訓

練について思うところを語ってもらった。3-3-2 に掲げた対象カテゴリー毎に、下表のよう

なコメントが得られた。 

 

<図表-7 教官ヒアリングの結果> 

 教官のコメント 

航空法計器

飛行証明取

得の訓練を

担当した使

用事業訓練

・小型双発機の操縦に慣れるのに無駄な時間を要す。 

・事業用・計器飛行に関する基本的知識が不足している。 

・代替飛行場選択を含む飛行計画作りの意識が不足。 

・特に戦闘機は基地と作戦空域とをできるだけ早く往復するため、Radar 

Vector40が原則であり、航路管理は回りがサポートする等民間とは種々

                                                   
39 訓練対象者アンケート結果集計表 (評点、選択肢項目のみ) を別添資料-8 に示す。 
40 Radar Vector (レーダーベクター) とは、航空管制官がレーダーを使って航空機に特定の

飛行方向（ヘディング）を指示し、航空機を誘導することを指す。主に交通量の多い空

港周辺の空域で行われる。 
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会社教官 

 

異なる点があり、民間の ATC・飛行方式になかなか馴染まない。 

・防衛省における飛行実態をこちらが認識する必要もある。 

・航空法ではなく防衛省の通達で飛んでいる。 

・耐空性審査要領の知識がない（V1、V241を知らないなど）。 

転出先航空

会社で実用

機の型式限

定変更訓練

を担当した

教官 

・自衛隊で先輩後輩または上司部下の関係にあった二人をペアにして訓

練すると、下位者には必ず遠慮が出るため、ペアリングを考える必要が

ある。 

・操作手順を一人で素早く行う傾向にあり、二人で仕事をしている気持ち

になっていない。 

・高齢者でも操縦だけなら難なくこなすが、コミュニケーション、プロシ

ージャーに従い諸元維持を意識となると崩れる。 

・高齢者ほど権威勾配が抜けず、エアラインにおける役割と責任が身につ

かないことから、機長昇格に支障をきたす。 

前項が訓練

専門会社委

託の場合の

委託教官 

 

・若い訓練生は民間の要領に戸惑っても懸命に覚え従うことで、結果

徐々に対応できるようになる。 

・命令で動く癖が抜けず自分の考えやアイデアを出さない。 

・高い地位にいた訓練生には教官の接し方にも気遣い要。 

・時間的に余裕のあるシラバス、教官の個別フォローも大切。 

現役自衛官

の訓練を担

当する民間

航空会社の

教官 

・PF が一人で飛ぶことが沁みついている。 

・2 man Concept 意識はほとんどない。 

・A/P で飛んでいて PM の知らないうちに、いつの間にか PF が Mode を

変えたり off にしていたりする。 

・燃料は常に満タンという感覚。 

・若い訓練生は頭の切り替えが柔軟だが、年配者は自分で飛ばす（一人で

やる）という意識がなかなか抜けない。 

・腕ではなく、頭と口で飛ばすことを分からせる必要がある。 

出所 筆者作成 

 

 

4.分析結果と課題抽出 

 

                                                   
41 V1 とは航空機の離陸時における離陸決心速度を指す。この速度を過ぎると安全に離陸

を中断することが出来ない。V2 とは安全離陸速度を指す。航空機が地面を離れ安全に

離陸を継続出来る速度である。 



 

 

   

                                          
Researcher Report                    

 
 

23 

 

 

4-1 分析にあたり 

 

防衛リソースである自衛隊操縦士は国防要員としての養成課程における特殊な教育と

日々の任務遂行により、移籍時点では民間航空における商用運航に即時対応できるだけの

技術的ならびに心理的な準備が十分ではない。このことから過去よりその転出時養成達成

率は対象者本人や訓練を行う教官、また管理する組織の全ての関係者が少なくない苦労を

克服して着地しているケースが多いと実感される。これは防衛リソースが民間リソースに

比較して資質的に劣るといったことではなく (資質そのものは個々人で当然に差異はある

が) 、こと航空機の操縦という職能においては民間活用という局面で前職の特殊性が影響す

る部分が相当に色濃いという事実の証左である。このことが、訓練対象者に対するアンケー

ト (本文 3-4-2 に関連し概要集計を別添資料-8 として掲載) と各課程教官ヒアリング (本文

3-4-3 に図表-7 として掲載) においてほぼ裏付けられる結果となった。 

 

自衛隊操縦士は、航空機の操縦操作技能については高度な運動能力や高い手技など技術

適性に恵まれており、また作戦行動で錬成された的確な判断力と強い意志を持つ傾向が強

い。加えてそもそも国防任務を志すところからも高潔な人格を有した意欲の高い人物であ

ることが伺え、総合的に民間航空操縦士の職責に十分に耐える資質を有すると考えられる。

しかしながら今日の民間における商用航空機の運航には技能適性や手技だけによらない、

いわば Non-Technical Skill と言われる職能の発揮が必須で求められている。また、自衛隊任

務に忠実であろうと真摯に研鑽・努力を重ねた者ほど、その習慣や文化の影響が強く残り、

そのことが民間活用における訓練では阻害要因となっていると見受けられるケースも多い。

高い安全性に加えて定時性、また経済性と快適性をも達成せねばならないのが民間運航で

あり、この使命を操縦室という職場で体現するためには、航空機個別型式にかかる操縦技術

や各種運航方式への慣熟もさることながら、その前段、何よりも第一歩として「自分は今ま

でとは違う仕事に就いたのだ」という「意識の変革」が最重要となる。以上の視点から、以

下に分析と課題の抽出を行った。 

 

4-2 分析結果から抽出された課題 

 

4-2-1 操縦技術そのもの、技倆向上について 

自衛隊出身操縦士は元々高い操縦技術適性を有している。選抜採用時における厳しい適

性検査を経ている事実に加え、隊における操縦技術の錬成課程と続く実任務における経験

の蓄積により、操縦士としての基本技倆はさらに高められる。特に割愛制度では防衛省側の

選考過程を経ているため、要員の質としては申し分ないものと言える。 
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 アンケート、特に自由記述に見られるように、特に航空自衛隊の戦闘機乗務者においては

最初の旅客機訓練 (実機であれシミュレーターであれ) においてその慣性の余りの違い、速

度や諸元維持についての意識の持ち方などで非常に大きな戸惑いを感じるが、この点は「慣

れ」に属する分野であり、元来高い資質に恵まれた自衛隊出身者にとって克服は時間の問題

であり大きな問題となっていない。無論、資質は個々個別ではあるため、「苦労する」「苦労

した」という感想を強く持つ者は皆無ではなく、自分なりに克服して訓練を円滑に進行させ

るまでの時間軸に速い、遅い、の差異はあり様々ではある。 

 

 総じて操縦技術そのものに起因して個別対応以上の対策を要するような課題は強く認識

されないと言える。 

 

4-2-2 民間機装備の利用要領や各種支援環境、その慣熟について 

 

 防衛装備である航空機と商用民間機の装備は当然に異なる。防衛装備については機密事

項が多く本稿で技術理解を前提とした差異の分析は不可能であるため詳述は避けるが、一

般に民間機の装備はいかに効率的かつ経済的に、また安全サイドに立ち旅客快適性に配慮

した飛行を行い得るか、の観点で使用される装備が多い。防衛装備である航空機も安全性を

前提として開発、運用されることは当然であるが、Auto System ひとつをとってもその使用

思想の背景は大きく異なるように見受けられる。アンケートにもそのような声が多かった。 

 

 これは機器や機材だけでなく、各種の運航支援環境についても同様で管制等の地上機関

と上空操縦士の相互関係は防民42ではその前提から異なっている。この点は計器飛行にかか

る資格が航空法のものと自衛隊法のもので相違している背景にも関係している。従って、こ

れらの点についての時間をかけた教育が必要となることは間違いない。とは言え、教育訓練

シラバスの運用において「技術・環境的差異」として正しく訓練されれば、元々高い資質を

有する自衛隊操縦士は技術者として確実に理解と学習を蓄積していくことは困難ではない。

アンケートにおいても「民間装備の各種機器は初めてのものもあるし、自衛隊ではあっても

使い方が違った、というものが多い」との記述が数点見られたものの、いずれも「しかし時

間をとって使用目的や背景を説明され、また実際の運用要領を習うことで解消される」との

意見が多かった。RNAV などの運航方式、管制の操縦士への関わり方の違いなども自衛隊出

身者が戸惑う大きな要素であるが、訓練の進捗の中で時間が解決していくという側面を認

めることができる。防民の技術・環境的差異を正確に認識した教育訓練内容が設定・運用さ

                                                   
42 本稿では「防衛目的の飛行」と「民間事業の飛行」とを対比理解するための略語として

便宜上使用する。以後、本稿において同様とする。 
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れ、かつ適切に教育を行い得る教官が存在すれば、こられの点も大きく継続的課題として認

識されるものではないと言える。 

 

4-2-3 飛行目的の相違、組織文化の相違について 

 

 結論から言って、この点がもっとも問題である。極論すれば本稿の主題はこの一点に尽き

ると言っても過言ではない。割愛制度を含む自衛隊操縦士から民間操縦士への転出を行う

場合における最も高く、大きく、そして普遍的な課題であると言える。本項ではこの事実だ

けを提示し、この点にかかる詳細な解説と結論としての「補完教育の必要性」、その軸とな

る内容等の実際については、次項以降にて詳述することとしたい。 

 

 

5.課題の解決に向けて 

 

5-1 確認された課題 

  

 アンケートとヒアリングによる調査と分析の結果、前項の通りいくつかの課題が確認さ

れた。これら課題を集約的に列挙すると以下のようになる。 

 

・ 既知であるが、やはり自衛隊と民間の航空機運航には大きな相違がある。 

・ 機材装備、各種設備など技術面での差異は戸惑いがあっても慣れる。 

・ 一方、概念や文化といった Concept そのものの相違克服は容易ではない。 

・ 操縦操作技術そのものは高度だが、意識の矯正が最大の課題である。 

・ ブランクや年齢については一般的な技術訓練と同様の配慮は要する。 

 

これらの課題には「防民の相違点」が大きく介在している。相違点は様々で相互に緊密に

絡み合って転出時技術訓練の難易度を高める原因となっているが、とりわけ以下の 3 点が

大きく影響していると考えられる。 

 

・ 飛行目的の違い 

民間では飛行そのものが目的である。対して自衛隊では飛行の先に本来の目的であ

る Mission = 作戦行動 (戦闘、偵察、救難、投下など) があり、飛行はそのための移

動手段である。 

・ 運航方式の違い 

自衛隊では目視による飛行が基本であり、耐空性を最大限に活かし機体を自在に扱
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う運航であるのに対し、民間では計器飛行が基本であり悪天候下であっても旅客に

不安を与えず快適な飛行を提供することを旨とする。 

・ 文化慣習の違い 

自衛隊では上位者 (上司、上官、先任) に従うのがルールであり航空機運航であれ

ば機長が絶対的な権限を持つ。戦闘機は通常は単座 (1 人乗り) だが複座 (2 人乗り) 

で機長と副操縦士が搭乗していても、そこには民間における関係性とは異なる顕著

な権威勾配が存在する。対して民間ではあくまでも操縦士を含めた Crew/Team とし

ての協力関係を基本とした意思決定プロセスが重視されている。 

 

これらの相違点は航空機の操縦操作以前の非技術面に属する問題であり、Non-Technical

領域での教育によって解消していくべき種類のものである。従って、本件の本質的な課題克

服を行なっていくためにはこれらを有効に解消する処方箋を伴う方策が求められる。 

 

5-2 課題の解決へ向けて 

 

5-1 項で述べたように、防衛任務であり作戦行動である自衛隊飛行と安全性、定時性、快

適性を最優先とし経済合理性の中で運航する民間商用飛行とでは大きな差があって当然で

あり、転出にあたってはここから生ずる「飛行すること」そのものについての意識の転換が

最大の課題だ、ということである。飛行や訓練の機材、運航支援環境の相違に由来する各種

技術面での差異も課題ではあるが、操縦士は技術者なので一度仕組みをテクノロジーとし

て理解すればその順応は早くさして大きな問題とはならない。また退官から転出までのブ

ランクや加齢の影響なども操縦訓練ならずとも一般的な技術訓練に関しては当然影響する

が、これらの点についても個々人に特有な背景事情等を勘案してシラバス上に一定程度の

配慮 (スケジュール設定、科目実施回数の増減、追加訓練の柔軟運用など) がされているの

で特筆すべき問題はない。 

 

以上のことから、課題解消のための道筋は以下の手順によるのが妥当であると考える。 

 

・ 相違点と考えられる個別要素について列挙確認する。 

・ 要素を「一般的な対応」で措置、「特殊な対応」を要す、に分類する。 

・ 「一般的な対応」とは機械技術や支援環境など、認知と慣熟により継続的問題化の懸

念がなく措置可能なもの。 

・ 同様にブランク期間や年齢、飛行経歴などの要素についても技術訓練基準設定におけ

る基礎概念として個別的対応ノウハウが既存であるため、一般的対応の範疇とする。 

・ 「特殊な対応」として措置するものは、5-1 に掲げた「飛行目的」「運航方式」「文化
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慣習」の主たる相違 3 点に根ざすものと考えられる。これらは煎じ詰めれば「意識変

革」によることでしか補完ができないものである。 

 

 従って、高度な操縦操作技能を有する自衛隊操縦士が民間転出するにあたって直面する

資格取得訓練での困難性を克服し、より円滑かつ成功裡に民間活用を達成していくために

は、個別型式機操縦技術演練の前段階で「防民飛行の相違」を正しく認識し、民間操縦士に

必要な「意識改革」を自律的に行なっていくことが必須である、と結論できる。 

 

 これらを踏まえ、最終項にて「補完的教育プログラム」を提案していくこととするが、本

項の最後に確認された「防民での差異」の個別要素に対してどのように対策していくべきか、

をまとめたものを下表に例示しておくこととする。 

 

<図表-8 差異への対策案> 

防民の差異 

 (自衛隊の実情を軸として) 

対策案 

 (プログラムでの設定主旨) 

飛行目的が任務（訓練を含む作戦行動）の遂行に

あること 
エアラインの飛行目的とそれを実現するために用

いる手法についての教育 

文化・教育・慣習の違い 

権威勾配の存在 (階級意識と命令服従) 

2 man Operation Concept の教育 

2 man Operation を知らない実情がある(B6/B44 経

験者でも、なぜ 2 man なのか、2 man を生かし

た運用とは何か等、Concept は改めて教育するこ

とが必要) 

ほとんどの機種が 1 人乗務またはタンデム 

VFR に重点をおいた飛行 旅客機の操縦に関する資料提供 

地上支援（誘導/指示）が充実しており、イレギ

ュラーでも操縦そのものに専念できる体制 (ATC

は基地の管制隊か全国の警戒管制部隊) 

運航環境への対応力 

知的学習・技倆・危機管理 

訓練目的・学習目標への理解 

運航・運用が大きく異なるという実態がある (指

示に忠実に従うがゆえに、自ら考え判断する総合

力を民航の立場から醸成する必要性がある) 

(的外れな勉強を避ける) 

計器飛行は基地間移動等に限定される 
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航空法適用除外の存在 

計器課程での知識教育の充実 

PPL (自家用操縦士技能証明)・CPL (事業用操縦士

技能証明) の為の IR (計器飛行証明) 訓練ではな

くエアライン運航に即した知識付与 

自衛隊計器「緑」と「AIM」が求める知識の幅と

深さに大きな差あり 

飛行方式設定基準をはじめ計器飛行に係る知識が

不十分 

計器飛行証明取得の実機訓練はその負担と成果が

つりあっていない 

System と Navigation の違い 学科/座学 
自学自習用教

材の提供 

不慣れな Checklist と Call Out シミュレーター 限定変更訓練

のシラバス見

直し、余裕あ

る訓練期間の

設定 

混雑空港における対応力 航空機実機 

自衛隊を知るエアライン指導層の不足 
自衛隊を知るための教官教育 

自衛隊 OB 教官の早期育成 

中高年齢者対策等 

柔軟性と応用力に富む人材確保 

訓練生のペアリングへの配慮 

出所 筆者作成 

 

 

6.補完的教育プログラムの提案 

 

本稿の趣旨は、主として割愛制度による自衛隊操縦士の民間活用時の転出技術訓練にお

ける課題を調査と分析により特定し、その解消に資する対応を検証しようとするものであ

る。前項までの研究、とりわけ 5-2 にて結論づけた「意識改革の必要性」と「差異への対策

案」を踏まえ、以下の通り転出時の技術訓練を効果的に遂行せしめる「補完的教育プログラ

ム」を提案する。本最終項では、過去の調査時に仮設運用した同様のプログラムの設定経緯

やその成果を確認しつつ、最終的に調査と分析を踏まえたプログラムを立案した。 
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6-1 調査段階で試行した仮設プログラム 

 

 2020 (令和 2 ) 年の調査時、対象者と教官に対してアンケート、ヒアリングを行っている

が、直後の時期に調査対象 1 社において実際の訓練 (航空会社での実用機資格取得) に割愛

者若干名が投入される計画があった。この機会を有効に利用するため調査と分析の簡易的

まとめを急ぎ実施、暫定的仮設プログラムを即成してドライ・ラン的に試行することとした。

この背景には、自衛隊操縦士の民間活用の成功促進のためには、純然たる技術訓練とは違っ

た切り口の、いわば「意識改革」が重要なのではないかとの仮説的類推が調査終了時点から

存在したことがある。従って調査の詳細分析を行う前段階ではあるが、「防衛任務と民間飛

行の根本的な相違」「そのための意識改革」を柱とした想定補完教育内容を暫定的に即成し、

仮設のプログラムとして急ぎ試行したものである。本項では、まずその点について補足する。 

 

6-1-1 仮設プログラムの運用要領 

 

・ 2020(令和 2 ) 年、筆者が過去に在籍していた組織の主管で割愛→民間移籍の対象に

対して試験的に「補完的な教育プログラム」を設定、若干名を対象に試行した。43  

・ 対象としたのは民間事業者 1 社 (Prop 機材、地域航空輸送) であり、2 コース 4 名に

対してモニターした。 

・ その際の訓練生の様子、ならびに教官側の対応等を客観的にモニターし事後のより実

効性の高いプログラムの開発につなげるべく計画した。 

・ あくまでも試験的に設定した仮設プログラムであり、各社が正規に有する

Qualifications Manual (訓練審査について定めた規程類) 等に則った取扱いではない。

ただし試行については行政当局に説明、理解を得た。 

 

6-1-2 仮設プログラムの運用結果 

 

 6-1-1 の通り、対象となる民間事業者 1 社における若干名の実地訓練 (実用機限定変更訓

練課程) において Qualifications Manual には定めない正規シラバス外の扱いで「民間転出者

に対する補完的プログラム」を試験的に運用した。これは対象者および教官へのアンケート、

ヒアリング調査の詳細な分析を行っていない段階での結果概要に調査側の各種経験値を織

り交ぜて策定したものであるが、知識教育あるいは操縦技術教育とは異なり、対象者に防衛

任務と民間飛行の相違を認識させ主として意識の改革を促す目的で設定したものである。

自身の立ち位置の変化を認識し、その自認の上に立って今後の行動目標を設定するよう自

                                                   
43 その際に仮設した試行プログラム (基準表のみ) は別添資料-9 の通り。 
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律的に促すことが肝要であるため、「教育する」というスタンスではなく自ら考えることに

主眼をおいたプログラムとなっている。本例では一度の機会に若干名の参画を得たので、最

も効果的な「テーマを与えてのグループディスカッション」が有意義に成立した。 

 

 実施後のヒアリングでは訓練生、教官の双方から非常に良好なリアクションを得た。この

プログラム試行の後に正規の実用機限定変更課程訓練が実施されたが、本プログラム対象

者の当該訓練は順調に進捗し、結果的に成功を得た。プログラムは仮設とはいえ実訓練成功

にも有意に結びついたものと推定される。 

ただ、以下の 2 点は運用上の課題として認識された。 

 

・ テーマの投げかけによるグループディスカッションが肝であるため、複数名 (可能な

ら 3 名以上) の参加が理想だが、受け入れ側事業者の採用規模感から常時その様な参

加が得られるかは微妙である。 

・ 補完プログラムの実施タイミングとしては計器飛行証明を取得した後、実用機の訓練

課程直前に行うことが効果上は望ましいが、受け入れ側事業者の計画事情によっては、

必ずしも適切な機会設定が得られるとは限らない。 

 

 仮設プログラムを正規に運用していく場合、これらの点について制度上の補完を整備し

た上で対応していく必要があるものと認識された。 

 

6-2 補完的教育プログラムについて (提案) 

 

 前項の通り、2020 (令和 2) 年当時の実地訓練直前に試行されたプログラムは調査の終了

時点での予測から簡易的・仮設的に策定したものであったが、試行以後にあらためて進めた

調査の分析によってもその策定骨子に大きな齟齬はなかったことが追認された。とはいえ、

仮設プログラムはあくまでも「調査側の経験値による予測」に基づく即成的なものであるた

め、適切な分析を加味した「補完的教育プログラム」とする必要があり、本稿上梓の機会に

筆者により作成、提案を行うこととする。本稿で提案する「補完的教育プログラム」は以下

の構成である。44本文中では構成と概要についてのみ概記する。全文一式は別添資料-10 を

参照願う。 

 

6-2-1 インストラクター用資料 

 

                                                   
44 提案するプログラム (一式) は別添資料-10 の通り 
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以下の章立てによる構成とする。インストラクターは、以下の 5 テーマに沿ってプログラ

ムを進行する。一方的な教育とならないよう、訓練生の自律性を重んじ「ファシリテーター」

に徹する。 

 

  テーマ 1 : 防衛省 Pilot と民間 Pilot の飛行目的、飛行内容の違いについて 

1-1 民間機の飛行目的 

1-2 飛行内容の相違 

1-3 文化の相違 

1-4 飛行方式、飛行機材の相違 

1-5 まとめ  

  →教育実施側にプログラムの意義を再認識させる内容 

 

  テーマ 2 : 訓練を成功させるには何が必要か 

    2-1 Skill の種類 

      →訓練生配布、資料-1 に相当 

    2-2 4P 45とは 

2-3 2 Man Operation Concept 

      →訓練生配布、資料-2 に相当 

    

  テーマ 3 : Pilot の任務の理解 

    3-1 航空会社が Pilot に求めているものとは 

    3-2 CRM の重要性ついて 

 

  テーマ 4 : ラインパイロットに必要な能力の育成 

    4-1 ラインパイロットに求められる Skill とは 

      →訓練生配布、資料-3 に相当 

    4-2 Man (操縦士自身) を主因とする事故事例の紹介 

      →訓練生配布、資料-4 に相当 

    4-3 知識と経験の活用法と洞察力 

    4-4 異常事態 (天候急変や機材故障) への対処方法 

                                                   
45 開発研究、リサーチ、マーケティング等多くの分野で「4 つの P」と称する分類手法が

存在するが、航空における技術教育での 4P は「philosophy (運航哲学)」「policy (業務方

針)」「procedure (操作手順)」「practice (反復演練)」を指す。あらたな業務手順を覚える

際に単に反復演練を重ねるのではなく業務の背景 (Back Ground) となる方針は何か、さ

らに会社としての哲学は何か、に思いを致すことが肝要とされる。 
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  テーマ 5 : 旅客機の操縦 

    5-1 学習目的について 

      →訓練生配布、資料-5 に相当 

 

6-2-2 訓練生用資料 

 

以下 5 部の資料を一式として配布する。訓練生はインストラクターの進行するテーマに

沿って、自身で思考また訓練生同士で議論し配布資料の内容理解を高めることで少しずつ

「防衛任務から民間飛行への意識改革」を進めていく。 

  

  資料-1 : JCAB CBTA Program 審査要領細則から 4-6 項「航空機乗務員 (機長・副操縦

士) のコンピテンシー」からの抜粋 

→主に民間での航空機飛行においては近年「Non-Technical Skills」が重要である、

ということを規則の面からも意識させる。 

  資料-2 : (Advanced Technology 機における) 2 Man Operation Concept  

→FMS を装備した Glass Cockpit の新世代機での飛行を前提として「2 人で飛ば

す」ことの本質を理解させる。 

  資料-3 : 運航環境への対応力 (ラインパイロットになるために) 

→単に民間での操縦ライセンスを得る、ということにとどまらず運航すること

の本質や応用力、臨機応変な対応力などの危機管理、Airmanship の会得と発

揮がいかに重要かを理解させる。 

  資料-4 : 事故事例 

→個々の Pilot の個別的技能だけでは民間飛行の最重要要素である安全性と効

率性は達成できないことを、過去に発生した実際の重大事故事例を紹介して

理解させる。2 人で飛ばすことの本質、経験や知識を効果的に活用するため

の洞察力や対応力の涵養などの重要性を意識させる。 

  資料-5 : 旅客機の操縦 

→主として戦闘機に搭乗していた要員に顕著な傾向を客観的に認識し、民間機

材の操縦における技倆体得上のポイントをまず机上で理解促進を図る。 

環境的に可能であれば、型式限定資格取得予定の実用機の模擬訓練装置等を

利用しての体験なども含まれる。 

 

 本プログラムはあくまでも提案に過ぎす、これが完成形であるとは当然言えない。特に近
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年の技術訓練の主要要素である CBTA46や CRM の概念とその教育手法は民間側でも日進月

歩でありその内容は常に見直しを継続すべきである。とはいえ、防衛任務による作戦行動と

いう特殊環境で航空機運航に就労してきた自衛隊操縦士が民間事業者の商用飛行に対応し

ようとした場合、機材の乗り換え等にかかる技術訓練の前段で「そもそもの飛行目的の相違」

を正しく認識して意識改革を図ることの必要性は大きく変わることはないであろう。対象

者に当該意識改革の必要性、重要性を促し、民間活用にかかる実用機での訓練課程が成功裡

に修了されることを企図した本案のような「補完的教育プログラム」の存在は一定程度の必

要性認知を得られると信ずる。 

 

おわりに  

 

 昭和 37 年に始まる割愛制度は時々の世相等を反映してそのかたちを変えつつ令和の現代

にまで存続している。本稿の冒頭にも記した通り、我が国が直面する将来的航空機操縦士不

足という難題を超克するにあたり、割愛制度はその対象となる要員数が必ずしも多くない、

否、率直に言って極めて少ないため課題解決において量的に貢献する面は小さいと言わざ

るをえない。ゆえにその課題抽出や分析、対応策企画において深掘りがされてきていなかっ

た。制度設計の外形や運用に対しては適宜適切な規制合理化がなされており、その点におけ

る官民協議の経緯には大いに見るべきところはある。特に本稿でも例示した計器飛行証明

資格にかかる認証緩和措置は非常に大きな成果である。しかしながら操縦士養成において

もっとも肝要なのはその養成品質であり、結果として得られる航空安全の維持継続である。

制度運用にかかる要件や外形がいくら整えられても、肝心の移籍する操縦士自身が確実に

養成訓練を乗り切って民間操縦士身分を獲得し、また以後も高い品質で運航を継続してい

かなければ制度の存在意義が希薄となる。そのためには制度の外形とは違った問題点の発

掘と、その分析に則った「養成技術訓練視点での転出支援プログラム」の存在が不可欠であ

るように思われる。 

本稿では、上記の視点から「何が民間活用時の課題なのか」を養成技術訓練の面からのア

プローチにより微力ながら解明の端緒をつける試みを行った。結論として民間の商用運航

を担うためには Non-Technical Skill にかかる理解、体得、発揮が肝要であり、それらの定着

を促す意識がプログラムの設定理念となりシラバスの開発と運用に反映されることの必要

                                                   
46 CBTA : Competency-Based Training and Assessment の略。教育訓練の分野における最新概 

念で、能力ベースの訓練および評価を指す。特に航空機操縦の分野において先進的に 

取り組まれており、従前の訓練方式が科目主義・時間回数主義的習熟プロセスを重視 

していたのと比較して、CBTA では実際の運航に必要なスキルを効果効率的に獲得する 

ことに役立つようプログラムが設計されている。 
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性が認識された。それに従い、仮説的にプログラムを例示してみるところまでを研究範囲と

したものである。 

 

我が国の航空機操縦者 (自家用を除く) は 2025 年 1 月現在の推定値で約 11,000 人である

と考えられる。同時期の人口は約 1 億 2,359 万人47であるのでその割合はわずか 0.009 %に

過ぎない。現役として活動可能な年齢で、かつプロとして事業対応が可能な者に絞れば更に

少ないものと考えられる。一方で航空機の操縦操作にかかる技術は、その獲得が容易ではな

い特殊技能であり、その獲得にあたっては相当の期間とコスト、また教育訓練上の環境整備

も要する。ゆえに一度有資格者となったリソースは大変貴重である。個人の意思が尊重され

ることが当然の前提ではあるが、生涯における活躍ステージが変わっても航空機操縦の技

術が可能な限り有効活用される環境整備は積極的になされるべきであろう。特に自衛隊操

縦士は防衛予算で養成された国家的資産と言える。当該人が国防の最前線における役務提

供から勇退するとしても、退官により特殊技能発揮の場が完全消失してしまうことは国家

的視点でも損失であることは論を俟たない。とりわけ防衛省がその人物や技倆といった総

合的な面から品質保証する人物であるならば、なおのこと引き続く可能な年限まで民間で

の社会貢献を継続して頂くことは極めて有用である。 

 

我が国が直面する航空機操縦士不足という喫緊の課題に対し、様々な工夫や対策立案の

議論があるが、単に量的貢献度合いという尺度では語れない自衛隊出身者の価値を今以上

に評価しても良いのではないかと感ずる。分析で見た通り、割愛者自身が民間運航に慣熟し

ていく過程では意識変革の面で苦労する傾向はあるものの、一度組織の中に定着するとそ

の豊富な経験から若手操縦者の模範となったり良き相談相手となったりするという組織運

営上のプラス側面も見られるようだ。操縦士の世界では古くから「ハンガートーク」48とい

うコミュニケーション文化が存在し、安全運航の土壌作りに伝統的な役割を果たしてきた。

そういう場面に国防任務出身という新しいリソースが加わっていくことは民間企業におけ

るより強い組織作りにもつながるものと期待される。 

                                                   
47 「数字で見る航空 2025 年版」における本邦主要航空会社所属の操縦士は 7,274 名である

が、これに同誌が「主要」に含まない LCC や地域航空運送事業各社、航空機使用事業

各社の在籍数推定値を加えて補正すると約 8,500 名となる。さらに官公庁所属操縦士と

自衛隊配置操縦士 (公表数値がないので推定) を加味・補正して約 11,000 名とした。補

正にあたっては同誌の 2023 年、2024 年版の数値推移から推定した。人口は 2025 年 7 月

発表の動態調査値 (2025 年 1 月実態) を使用した。 
48 第二次世界大戦中の米空軍パイロットが飛行前や飛行後、あるいは悪天候での待機中な

どの機会にハンガー (格納庫) で様々な雑談をしていたことに由来すると言われる。日

常的な話題から次第にフライトに関わる情報や反省、助言など安全文化醸成に役立つト

ークに推移していったと言われる。 
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自衛隊出身操縦士の割愛制度による民間活用が永続し、かつその養成が高品質に維持さ

れて我が国の航空安全が保たれ、航空機操縦士養成の裾野拡大と要員数の充実につながる

ことを切に願うものである。 

   

 

以 上 
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 ・逓信省航空局 航空機乗員養成所物語 徳田 忠成 氏編 

  一般財団法人 日本航空協会ホームページ掲載、連載 27 回 

  https://www.aero.or.jp/culture/aviationand-culture/20070115-7636/ 

 

 ・数字でみる航空 2023、2024、2025 年 (国土交通省航空局監修、日本航空協会発行) 

https://www.aero.or.jp/publication/ 

 

 ・政府統計の総合窓口サイト(e-Stat) 人口動態調査 2025 年 (総務省統計局)  

https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?tclass=000001041642&cycle=1&year=20250&month=11010301 

 

 ・2020 年度 panda・Flight・Academy 株式会社による調査報告 (未完) 

調査担当者は以下の通り (所属等は 2020 年当時) 。 

 

1.太田 照雄 (おおた てるお) 

panda・Flight・Academy 株式会社 戦略研究室 嘱託研究員 

元・日本航空株式会社 機長資格操縦士、飛行教官 

元・IBEX Airlines 株式会社 機長資格操縦士 

防衛庁 (当時) 航空自衛隊出身 (割愛制度対象者) 

 

   2.高梨 俊則 (たかなし としのり) 

    panda・Flight・Academy 株式会社 戦略研究室 シニアフェロー 

 

   3.山本 爆 (やまもと ばく) 

    panda・Flight・Academy 株式会社 戦略研究室長 シニアフェロー 

    本レポート筆者 
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 別添資料-1 : 本文脚注 4 関連 

   「自衛隊法第 100 条の 2 による民間航空機の操縦士の教育訓練等に関する覚書」 

(昭和 41 年 4 月 25 日 大蔵事務次官/運輸事務次官/防衛事務次官の三者) 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:15950f50-cd5a-407e-b932-1292af6768d4 

 

別添資料-2 : 本文脚注 5 関連 

   「第 1 回 乗員政策等検討合同小委員会の開催について」 

    (平成 25 年 12 月 国土交通省ホームページより)  

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:42d3178d-2ebf-46cf-9772-63f76f5545f2 

 

別添資料-3 : 本文脚注 6 関連 

   「交通政策審議会 航空分科会 基本政策部会 技術・安全部会 乗員政策等検討合同 

小委員会 中間とりまとめ (H26.2)」今後の乗員政策等のあり方 

〜今後の乗員政策等の基本的な方向性について〜 

(平成 26 年 3月 国土交通省ホームページより) 

該当部分 : P.5 「自衛隊操縦士」 

P.10「2.2.2 操縦士供給源の役割と今後の取組の方向性」 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:002a29fa-c26f-434e-b0f0-b79a0001e7d5 

  

別添資料-4 : 本文脚注 7 関連 

   「交通政策審議会 航空分科会 基本政策部会 技術・安全部会 乗員政策等検討合同 

小委員会 最終とりまとめ (H26.7)」今後の乗員政策等のあり方 

〜深刻な操縦士不足等を乗り越えるために～ 

    (平成 26 年 10 月 国土交通省ホームページより)  

該当部分 : P.6 「自衛隊操縦士」 

P.7,8 「2.2.1 即戦力となる操縦士供給源の活用」 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:afdd374c-b201-4407-8cac-29b8a5609081 

 

 

別添資料-5 : 本文脚注 8 関連 

   「自衛隊操縦士の民間における活用について」 

(平成 26 年 2 月 27 日 国土交通省航空局長/防衛省人事教育局長の二者) 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:6e939739-f4d6-41da-9cd3-30db3a3d9b56 

 

別添資料-6 : 本文脚注 15 関連 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:15950f50-cd5a-407e-b932-1292af6768d4
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:42d3178d-2ebf-46cf-9772-63f76f5545f2
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:002a29fa-c26f-434e-b0f0-b79a0001e7d5
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:afdd374c-b201-4407-8cac-29b8a5609081
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:6e939739-f4d6-41da-9cd3-30db3a3d9b56
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   「操縦士の確保・活用に関する検討会 資料」 

    (2024 年 3 月 28 日)「課題/要望」全日本空輸株式会社)  

該当部分 : P6.【現役操縦士の最大活用】防衛省操縦士・シニア等の活用 

     https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:cc6d0372-0950-4f2d-a5c5-0e27357889c5 

 

 別添資料-7 : 本文脚注 18 関連 

    自衛隊→民間移籍操縦士に対するアンケート様式 (筆者作成) 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:c5c7dde2-9f88-46be-bab5-b3d4496884db 

 

 別添資料-8 : 本文脚注 36 関連 

    アンケート結果集計表 (評点選択肢のみ) (筆者作成) 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:ed075a2a-ab38-4d90-8ecf-0dc1bc44fd78 

 

 別添資料-9 : 本文脚注 40 関連 

    令和 2 (2020) 年調査時において仮設・試行した補完教育 (基準表) (筆者作成) 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:33ee35b6-dcdd-5ad1-9874-3153425189cc 

 

別添資料-10 : 本文脚注 41 関連 

    補完的教育プログラム 提案版一式 (筆者作成) 

 

10-1 インストラクター用資料 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:595fbd84-37dc-4af0-9fdb-708933106506 

 

10-2 訓練生用資料-① JCAB CBTA Skill 通達抜粋 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:228ddf1c-fd3f-4c83-9bbd-818e82adcd8c 

 

10-3 訓練生用資料-② 2 Man Operation Concept 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:6dc624fb-b448-418c-94eb-504b1cdf757a 

 

10-4 訓練生用資料-③ 運航環境への対応力 (ラインパイロットになるために) 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:5f946230-f894-47f6-9480-1fc4deaf845b 

 

10-5 訓練生用資料-④ Man を主因とする事故事例 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:f99cb396-4629-46e0-be90-5adb0af2906d 

 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:cc6d0372-0950-4f2d-a5c5-0e27357889c5
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:c5c7dde2-9f88-46be-bab5-b3d4496884db
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:ed075a2a-ab38-4d90-8ecf-0dc1bc44fd78
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:33ee35b6-dcdd-5ad1-9874-3153425189cc
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:595fbd84-37dc-4af0-9fdb-708933106506
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:228ddf1c-fd3f-4c83-9bbd-818e82adcd8c
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:6dc624fb-b448-418c-94eb-504b1cdf757a
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:5f946230-f894-47f6-9480-1fc4deaf845b
https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:f99cb396-4629-46e0-be90-5adb0af2906d
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10-6 訓練生用資料-⑤ 旅客機の操縦 (一般論) 

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:20d42944-b774-40a7-bd90-1f4ebe486af7

https://acrobat.adobe.com/id/urn:aaid:sc:AP:20d42944-b774-40a7-bd90-1f4ebe486af7
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